
総括畜産コンサルタント 塩 原 広 之

養豚経営の早期改善に向けて
―経営分析のポイントと経営評価―（１）

はじめに

畜産経営は近年大型化が急速に進み、発生

する問題・課題は多岐にわたります。それに

対応するためにはある程度のベースとなる知

識が必要であり、特定の分野においては高い

専門性も求められます。また近年

は、農場の飼養衛生管理についての

基準や規制の厳格な適用が求められ

ており、いきおい多くの外部支援者

が畜産経営に触れる機会は少なく

なっているように見えます。

しかし、地域において孤立化が進

んでいる畜産経営者は、経営判断の

材料として外部からの情報を従来以

上に求めていることは確かです。それらの畜

産経営の期待に応えるためにも、支援者にな

りうる多くの人たちが、経営の状況に応じた

的確な情報提供や支援を行っていくことが重

要です。その手法の一つとして、経営実績を

どう見るのか、経営の優れた点、努力すべき
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点がどこにあるのかを整理し、情報提供する

力を養成することは非常に重要であると思い

ます。

そこで、経営分析の初心者を対象に、これ

から３回にわたって、特に養豚経営の分析・

評価のポイントについて解説します。養豚経

営は大型化、法人化が進み、また近年急激に

飼養戸数が減少していることから、外部支援

者が接触する機会は、家畜衛生関係者を除く

と極端に少なくなる傾向にあります。豚の伝

染性疾病の問題がさらに拍車をかけているこ

ともあるでしょう。養豚経営支援のきっかけ

づくりとして、また、外部支援者が養豚経営

分析の基本を学ぶツールとして、本稿を活用

していただけることを期待します。

養豚経営の特性

現在の養豚経営は、繁殖と肥育を一つの経

営内で行う一貫経営が最も大きい割合を占め

ています。この他、経営内では肥育を行わず

生産した豚を子豚期に外部に販売する繁殖経

営、経営内では繁殖を行わず外部から子豚を

導入して肥育して肉豚を出荷する肥育経営が

あります。また肉豚生産用の種豚を生産する

繁殖経営も少数ですが存在します。

一方、施設設置の面からみると、一貫経営

では繁殖豚、子豚、肥育豚、繁殖育成豚を１

ヵ所の施設用地内で飼養する形態が一般的で

すが、近年は、一貫経営の規模拡大によるふ

ん尿処理負荷の軽減や疾病のリスクを分散す

る目的から、大型経営では繁殖、子豚、肥育

の各ステージ別に農場を割り当てて生産する

方式をとっている場合もあります。

また、肥育豚の一部を例えば養豚を廃業し

た農場に移し、旧農場主に飼養管理を請け負

わせる肥育委託など、古典的な養豚経営のカ

テゴリーにはなかった経営形態もあります。

畜産の売上高は、主産物の生産量に販売単

価を乗じて求められますが、養豚一貫経営で

は、販売枝肉重量（㎏）と１㎏当たり枝肉販

売金額がこれにあたります。ですから、生産

技術においては販売枝肉重量を多くすること

が最大の目標ですし、１㎏当たり枝肉販売金

額を高めるための生産技術、販売方法がもう

一つの重要なポイントとなります。

さらに、以下の点が経営支援に当たっての

養豚の特性と言えるでしょう。

（１）養豚一貫経営においては高度化した経

営管理技術が求められることから、記

録・記帳は不可欠であり、それらの

データから経営を評価する場合の経営

指標値を把握することは比較的容易で

ある。

（２）穀類等を主原料とした配合飼料の購入

費が飼料費のほぼ１００％であり、購入

価格は穀物相場や国際情勢等に左右さ

れ、養豚経営の収益性への影響も大き

い。

（３）経済的な損失が大きい生産病と言われ

る疾病や感染を防止することが難しい

疾病が常在化している経営が多く、収

益に大きな影響を及ぼしている。

（４）経営の大規模化が進み、雇用に依存す

る経営が多くなっていることから、労
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働生産性の向上と労働費の節減が求め

られている。

（５）施設利用型の産業であり、施設や設備

によって生産成績がある程度影響を受

ける。また、施設・設備の減価償却費

の生産原価に占める割合が高い。

（６）経営の大規模化、法人化が積極的に行

われ、生産技術よりも経営管理に重点

を置いた支援のニーズが多くなってい

る。

（７）生産技術のマニュアル化が進んでお

り、問題点の把握は可能であるが、そ

の対策の範囲は単に生産技術だけにと

どまらないことが多い。

経営判断に必要な
数値の把握
ここでは、養豚一貫経営の１年間の経営実

績をもとに、経営を評価する場合を想定し

て、そのために把握すべき数値について解説

します。以下のほかにも収集可能な数値は多

くありますが、「容易に実施可能な評価」の

ために、最低限把握しておくべき項目として

挙げておきました。

（１）規模、生産量

①種雌豚飼養頭数

養豚一貫経営において規模を表す指標で

す。種雌豚は、繁殖に供用した雌豚を指しま

す。種雌豚飼養頭数は、１年間の期首・期末

頭数の平均、１年間の月末飼養頭数の平均、

１年間の延べ飼養頭数の平均などいくつかの

算出方法があります。

②分娩腹数

１年間に分娩した種雌豚の数です。妊娠途

中で流産したものは含みません。また、通常

の妊娠期間で娩出された子豚全頭が死産だっ

たものは含みます。

③哺乳開始子豚頭数

１年間に正常に娩出され哺乳を開始した子

豚の数です。総頭数とともに１分娩当たり

（１腹当たり）哺乳開始子豚数にも着目する

必要があります。

④離乳子豚頭数

１年間に離乳された子豚の数です。総頭数

とともに１腹当たり離乳子豚頭数にも着目す

る必要があります。

⑤肥育豚事故頭数

１年間に離乳後出荷までの間に死亡あるい

は淘汰した肥育豚の数です。肥育技術および

農場の衛生管理技術を評価するために把握す

る数値です。

⑥肉豚出荷頭数

１年間に肉用に肥育して販売した豚の数で

す。枝肉重量とともにその経営の生産技術を

示す重要な指標値です。

⑦販売枝肉重量

１年間に肉用に肥育して販売した豚枝肉の

重量です。養豚一貫経営において生産量を表

す最も高位の指標であり、その経営の生産技

術を総合的に把握するために重要です。総重

量とともに出荷肉豚１頭当たり枝肉重量や個

体枝肉重量のばらつきにも着目する必要があ

ります。

2020.2.20 No.363 畜産会経営情報 Japan Livestock lndustry Association

３



⑧飼料購入量

１年間に購入した飼料の量です。市販され

る豚の配合飼料は、繁殖豚およびその育成豚

に給与する「種豚飼育用飼料」と、種豚以外

の豚の発育ステージに応じて給与される、

「哺乳期子豚育成用飼料」、「子豚育成用飼

料」、「肉豚肥育用飼料」に分類されます。「哺

乳期子豚育成用飼料」は、一般的には子豚の

栄養生理に応じて２種類が作られています。

ビタミン剤、ミネラル剤、生菌剤等の飼料添

加剤の購入量も加えます。

（２）収入、支出

①肥育豚販売収入

養豚一貫経営においては、一般的には肥育

豚の販売形態は枝肉であり、豚枝肉販売が収

入のほとんどを占めます。豚枝肉販売収入

は、前述のように枝肉１㎏当たり販売金額に

年間の販売枝肉重量を乗じたものですから、

販売収入の多寡には販売金額の決定要因と生

産性指標が関連しています。

②飼料費

購入した配合飼料のほか、ビタミン剤、ミ

ネラル剤、生菌剤等の飼料添加剤の購入額を

計上します。飼料添加剤購入額を診療医薬品

費に計上することがあるので注意します。

前述のように、市販される豚の配合飼料に

は種豚用と肥育豚用があり、肥育豚用はさら

にいくつかの種類に分けられます。子豚期の

飼料には原料単価の高い脱脂粉乳や小麦粉な

どが用いられますから、購入金額は高くなり

ます。発育ステージが進むにつれて、原料単

価の安いトウモロコシ等の穀類や脱脂大豆か

す等のタンパク源、そうこう類などが配合さ

れるようになり、飼料単価は低下します。

③診療医薬品費

養豚農場では、飼育環境の悪化などが引き

金となって、さまざまな慢性疾病等により肥

育途中での死亡や発育の遅れなどが発生して

います。その発生を最小限にするために飼養

環境、衛生環境の改善と併せてさまざまな動

物用医薬品が用いられます。最も頻繁に用い

られるのは予防液（ワクチン）です。予防液

はその種類によって対象となる豚の日令等が

異なっており、適切に用いないとその効果は

十分に発揮できないので注意が必要です。

抗生物質等の薬剤は病気の治療に用いられ

るとともに、予防的に飼料に添加して豚に投

与することがあります。これらはそれぞれ肉

用として出荷する前に投与してはならない期

間（休薬期間）が定められており、その遵守

が求められています。診療医薬品費にはこの

ほかに、疾病の治療に要した薬剤費や獣医師

の技術料等もこれに計上します。

④その他の費用

豚の飼養頭数が増加し、家族だけで労働力

がまかないきれなくなった経営では、雇用を

前提とした法人化が積極的に行われていま

す。これらの経営では、労働生産性の向上は

経営管理上の重要事項です。そのため、施設

設備の新設や更新時に高度でシステマティッ

クな設備・機器等を導入して、増加する労働

費を抑制しようと努力がなされています。

一方で、生産原価に大きな割合を占める施

設設備に関連する減価償却費が、さらに増加
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する傾向もみられています。支援にあたって

は、それらを総合的に評価することが求めら

れます。また、熱源や施設・機械の運転、飲

水や洗浄水等をまかなうための光熱水費もか

なりの額に上ることから、むだの排除や効率

的な運用などの面から、低減への検討を進め

る必要があります。

（３）技術数値、その他

①格付「上」以上の頭数

枝肉は出荷先がいずれであっても、何らか

の基準によって品質評価がなされています。

一般的には（公社）日本食肉格付協会の格付

基準で「極上」、「上」、あるいはそれに相当

する評価の割合を示す指標値が使われていま

す。

②ふん尿処理の状況

養豚経営においては、保有する施設のふん

の堆肥化能力、汚水の浄化処理能力が飼養規

模を規定すると言えます。適切な処理が可能

な施設となっているかどうか、畜産環境アド

バイザー等の意見も参考にしながら、分析・

評価することが求められます。

―つづく―

（筆者：総括畜産コンサルタント）
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（公社）中央畜産会 資金・経営対策部

ご存じですか？
機械装置を導入する場合の法人税・所得税および
固定資産税の減税措置をご活用ください！

現在、畜産農家には畜産クラスター事業等で多くの機械装置が導入され、畜産経営の近代
化が進められていますが、中小企業庁の２つの法律によって、法人税・所得税と固定資産税
の減税制度があることをご存じでしょうか。
機械装置を導入する場合には畜産農家の皆さまにとってこの減税制度は大きなメリットが

ありますので、クラスター事業協議会や機械メーカー、リース事業者等と連絡をとってぜひ
ご活用ください。
まず、今月号では制度の基本的な仕組みをご紹介し、次回は中小企業等経営強化法で新た

に定められた「農業分野の指針」について説明する予定です。

１．２つの法律制度による税制優遇措置とは

〇中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）
法人税・所得税の特例 ⇒ 機械装置取得価額の一括償却

又は取得価額の１０％の税額控除
※資本金３，０００万円以下の法人

〇生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）
固定資産税の軽減 ⇒ ３年間固定資産税がゼロ

（注）自己資金、融資、補助事業（リースを含む）いずれの場合も適用。
リースの場合は、法人税・所得税の特例は税額控除のみ
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設備の種類 用途または細目
最低価額

（１台１基または
一式の取得価額）

販売開始時期

機械装置 全て １６０万円以上 １０年以内

工具 測定工具および検査工具 ３０万円以上 ５年以内

器具備品 全て ３０万円以上 ６年以内

建物附属設備 全て ６０万円以上 １４年以内

（注１）補助金がある場合は、補助金を控除した金額が取得価額になります。
（注２）販売開始時期とは、導入する機械装置のモデルの販売開始時期をいう。

２．税制優遇措置による減税メリット

例えば、３，０００万円の機械装置を購入設置しようとした場合
（税額控除額を選択した場合。取得価額の１０％又は法人税額の２０％のいずれか
低い額）

①１０％の税額控除により
最大３００万円を法人税から控除…「中小企業等経営強化法」

②固定資産税の軽減により（３年間、ゼロの場合）
３９１．２万円
の減税

３年間で９１万２千円の減税効果…「生産性向上特別措置法」
※赤字の企業も利用可能。

３．税制優遇措置の対象となる設備と要件

「中小企業等経営強化法」と「生産性向上特別措置法」の対象となる設備と要件は同一です。

〈対象設備〉

〈生産性向上要件証明書〉…機械装置については、中央畜産会に申請が必要。
要件①：販売開始から１０年以内に販売されたモデル（中古資産は対象外）
要件②：生産性の向上に資する指標（生産効率、エネルギー効率、精度等）

が旧モデルと比較して年平均１パーセント以上向上している設備
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４．優遇措置を受けるための手続きについて

（１）計画の策定と認定手続き
〇中小企業等経営強化法
「経営力向上計画」

申請先 ⇒ 地方農政局、北海道農政事務所、沖縄総合事務局
【申請時期】 設備取得前が原則。特例として設備取得後６０日以内

〇生産性向上特別措置法
「先端設備等導入計画」

申請先 ⇒ 市町村
【申請時期】 設備取得前が原則。設備取得後の申請は不可。

（２）計画申請時に必要となる書類
（２法共通）
〇機械装置の能力を示す「生産性向上要件証明書」

取得先 機械メーカーまたは販売会社が中央畜産会に申請。
（生産性向上特別措置法関係）
〇リース料から固定資産税分を減額する場合、「リース契約見積書・軽減計算書」

取得先 リース会社が（公社）リース事業協会に申請。

〇機械装置により労働生産性が３％以上向上する旨の「事前確認書」
取得先 税理士、商工会議所、商工会、金融機関等の「経営革新等支援機関」

に発行を依頼。

５．税制優遇措置を円滑に受けるために

（１）計画策定の準備
「経営力向上計画」は、中小企業庁のホームページの経営サポート「経営強化法等による

支援」の「農業分野に係る経営力向上に関する指針」と様式の記載例「酪農」を参考にして
下さい。
・https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html
「先端設備導入計画」は同ホームページの経営サポート「生産性向上特別措置法による支

援」を参照してください。
・https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/index.html

（２）必要書類の準備
計画申請に必要な書類を準備するため、計画策定と並行して、畜産農家等の申請者は機械

メーカーや販売会社、リース会社、税理士等の経営支援革新機関に、必要書類の申請を行っ
てください。
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約2週間程度
（審査・事務処理）

約1ヵ月程度
（市町村、地方農政局の事務処理）

約1ヵ月

証
明
書
発
行

計
画
の
認
定

機
械
設
備
の
取
得

証
明
書
の
申
請

生
産
性
向
上
要
件

先
端
計
画

経
営
計
画
の
申
請

先
端
計
画

経
営
計
画
の
策
定
開
始

約1ヵ月約1ヵ月

対象となるものの用途・細目 備 考

１ 食料品製造業用設備 １ 食肉または食鳥処理加工設備

２ 鶏卵処理加工またはマヨネーズ製造設備

３ 市乳処理設備および発酵乳、乳酸菌飲料その他の
乳製品製造設備（集乳設備を含む。）

２ 飲料、たばこまたは飼料製造
業用設備

３４ 発酵飼料または酵母飼料製造設備

３５ その他の飼料製造設備

８５ 肥料製造設備

３ 農業用設備（注） 畜産用設備、ならびに畜産飼料生産設備

（３）申請のスケジュール
計画は機械装置の納入時期の約２～３ヵ月前に準備を開始し、並行して必要書類の依頼を

行い、計画は機械装置の納入の約１ヵ月前に申請をしてください。

〇計画認定までのスケジュール

問い合わせ先
経営支援部（支援・調査）
担 当：前原
T E L：０３―６２０６―０８４３ F A X：０３―５２８９―０８９０
MAIL：shien@sec.lin.gr.jp

（参考）
中央畜産会が発行する「生産性向上要件証明書」の対象となる機械装置
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種苗設備（播種機等）

電動機

内燃機関、ボイラーおよびポンプ

トラクター

歩行型トラクター

その他のもの

耕うん整地用機具

耕土造成改良用機具

栽培管理用機具

防除用機具

穀類収穫調製用機具
自脱型コンバイン、刈取機（ウインドロウアーを除くものとし、バインダーを含む）、
稲わら収集機（自走式のものを除く。）およびわら処理カッター
その他のもの

飼料作物収穫調製用機具
モーア、ヘーコンディショナー（自走式のものを除く）、ヘーレーキ、ヘーテッダー、
ヘーテッダーレーキ、フォレージハーベスター（自走式のものを除く）、ヘーベーラー
（自走式のものを除く）、ヘープレス、ヘーローダー、ヘードライヤー（連続式のもの
を除く）、ヘーエレベーター、フォレージブロアー、サイレージディストリビューター、
サイレージアンローダーおよび飼料細断機
その他のもの

その他の農作物収穫調製用機具

その他のもの

農産物処理加工用機具

洗卵洗浄機等、自動卵包装装置等、家畜飼養施設に付随する農産物加工処理機

その他のもの

家畜飼養管理用機具
自動給じ機、飼料運搬用施設、自動給水機、搾乳用機械、搾乳用器具、牛乳冷却機、ふ
卵機、保温機、畜衡機、牛乳成分検定用機具、人工授精用機具、育成機、育すう機、
ケージ、電牧器、カウトレーナー、マット、畜舎清掃機、ふん尿散布機、ふん尿乾燥機
及びふん焼却機
その他のもの

運搬用機具

その他の機具

（注）農業用設備には以下のようなものが対象となります。
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行政の窓行政の窓

農業経営統計調査 報告②
「平成３０年度肉用牛生産費」を公表

農林水産省大臣官房統計部

農林水産省大臣官房統計部は１２月６日、平成３０年度牛乳生産費・肉用牛生産費・肥

育豚生産費を公表しました。今回は、肉用牛生産費について報告いたします。

調査の目的

農業経営統計調査の肉用牛生産費統計は、

子牛、去勢若齢肥育牛、乳用雄育成牛、乳用

雄肥育牛、交雑種育成牛、交雑種肥育牛の生

産コストを明らかにし、肉用子牛の保証基準

価格、牛肉の安定基準価格の算定、経営改善

対策の資料等を整備することを目的としている。

１．調査の対象

各生産費統計における調査の対象は、次の

とおりである。

子牛：肉用種の繁殖雌牛を２頭以上飼養し

て子牛を生産し、販売または自家肥

育に仕向ける経営体（個別経営）

去勢若齢肥育牛：肥育を目的とする去勢若

齢和牛を１頭以上飼養し、販売する

経営体（個別経営）

乳用雄育成牛：肥育用もと牛とする目的で

育成している乳用雄牛を５頭以上飼

養し、販売または自家肥育に仕向け

る経営体（個別経営）

乳用雄肥育牛：肥育を目的とする乳用雄牛

を１頭以上飼養し、販売する経営体

（個別経営）

交雑種育成牛：肥育用もと牛とする目的で

育成している交雑種牛を５頭以上飼

養し、販売または自家肥育に仕向け

る経営体（個別経営）

交雑種肥育牛：肥育を目的とする交雑種牛

を１頭以上飼養し、販売する経営体

（個別経営）

なお、「経営体（個別経営）」とは、２０１５年

農林業センサスにおける農業経営体のうち世

帯による農業経営を行う経営体のことである。

２．調査対象経営体数

子 牛：１９２経営体（うち、集計

経営体数１８９経営体）

去勢若齢肥育牛：３１０経営体（うち、集計

経営体数２８８経営体）

乳用雄育成牛：５２経営体（うち、集計経

営体数２８経営体）

乳用雄肥育牛：９１経営体（うち、集計経

営体数５７経営体）

交雑種育成牛：５８経営体（うち、集計経
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営体数４４経営体）

交雑種肥育牛：１０１経営体（うち、集計

経営体数９３経営体）

注：調査対象経営体のうち、調査期間中に調

査不能となった調査対象経営体を除いた調査

対象経営体を集計経営体としている。

３．調査結果

平成３０年度の肉用牛１頭当たり資本利子・

地代全額算入生産費（以下「全算入生産費」

という）は、前年度に比べ、子牛、去勢若齢

肥育牛、乳用雄育成牛、乳用雄肥育牛、交雑

種肥育牛で増加し、交雑種育成牛で減少し

た。調査結果は以下のとおり。

（１）繁殖雌牛を飼養し、子牛を販売する経

営における子牛１頭当たり全算入生産費６５万

９６９円で、前年度に比べ３．５％増加した（表１）。

区 分 単位 平成２９年度
３０

対前年度増減率
実 数 構成割合

子牛１頭当たり ％ ％
物 財 費 円 ３９０，０５０ ４１０，５９９ ６９．２ ５．３
うち飼 料 費 〃 ２２８，５８６ ２３７，６２０ ４０．０ ４．０
繁 殖 雌 牛 償 却 費 〃 ３８，２６６ ４５，３００ ７．６ １８．４
獣 医 師 料 及 び 医 薬 品 費 〃 ２２，５１１ ２４，０００ ４．０ ６．６
種 付 料 〃 ２１，１１５ ２０，９５７ ３．５ △ ０．７

労 働 費 〃 １８５，９０２ １８３，１１４ ３０．８ △ １．５
費 用 合 計 〃 ５７５，９５２ ５９３，７１３ １００．０ ３．１
生産費（副産物価額差引） 〃 ５５１，１０８ ５７１，３４９ － ３．７
支払利子・地代算入生産費 〃 ５６１，７７４ ５８２，７７６ － ３．７
資本利子・地代全額算入生産費 〃 ６２８，７７３ ６５０，９６９ － ３．５
１経営体当たり子牛販売頭数 頭 １１．３ １２．１ － ７．１
１ 頭 当 た り 投 下 労 働 時 間 時 間 １２７．８３ １２６．４５ － △ １．１

区 分 単位 平成２９年度
３０

対前年度増減率
実 数 構成割合

肥育牛１頭当たり ％ ％
物 財 費 円 １，１６５，３３８ １，２９３，８８５ ９４．５ １１．０
うちも と 畜 費 〃 ７８０，７０２ ８９４，２７５ ６５．３ １４．５
飼 料 費 〃 ３０６，４０３ ３１９，３４５ ２３．３ ４．２
光 熱 水 料 及 び 動 力 費 〃 １２，２７２ １２，９７８ ０．９ ５．８
建 物 費 〃 １２，７０２ １２，８０４ ０．９ ０．８

労 働 費 〃 ７６，０５９ ７５，７９９ ５．５ △ ０．３
費 用 合 計 〃 １，２４１，３９７ １，３６９，６８４ １００．０ １０．３
生産費（副産物価額差引） 〃 １，２３１，８１１ １，３６１，０８６ － １０．５
支払利子・地代算入生産費 〃 １，２４４，３９２ １，３７９，８４５ － １０．９
資本利子・地代全額算入生産費 〃 １，２５３，９３０ １，３８９，３１４ － １０．８
生体１００kg当たり全算入生産費 〃 １６０，３０２ １７４，７８３ － ９．０
１ 経 営 体 当 た り 販 売 頭 数 頭 ４２．５ ４２．３ － △ ０．５
１ 頭 当 た り 投 下 労 働 時 間 時 間 ４９．８２ ４９．７２ － △ ０．２

（表１）子牛生産費

注：本調査は、２０１５年農林業センサスに基づく農業経営体のうち、世帯による農業経営を行い、肉用種の繁殖雌牛を
２頭以上飼養して子牛を生産し、販売又は自家肥育に仕向ける経営体（個別経営）を対象に実施した。

（表２）去勢若齢肥育牛生産費

注：本調査は、２０１５年農林業センサスに基づく農業経営体のうち、世帯による農業経営を行い、肥育を目的とする去
勢若齢和牛を１頭以上飼養し、販売する経営体（個別経営）を対象に実施した。

2020.2.20 No.363 畜産会経営情報 Japan Livestock lndustry Association

１２



（２）去勢若齢和牛を肥育し、販売する経営

における肥育牛１頭当たり全算入生産費は

１３８万９３１４円で、前年度に比べ１０．８％増加し

た。また、生体１００kg 当たり全算入生産費は

１７万４７８３円で、前年度に比べ９．０％増加した

（表２）。

（３）乳用種の雄牛を育成し、販売する経営

における育成牛１頭当たり全算入生産費は２４

万３０８７円で、前年度に比べ１３．２％増加した

（表３）。

（４）乳用種の雄牛を肥育し、販売する経営

における肥育牛１頭当たり全算入生産費は５３

区 分 単位 平成２９年度
３０

対前年度増減率
実 数 構成割合

育成牛１頭当たり ％ ％
物 財 費 円 ２０４，７７５ ２３３，０４２ ９５．６ １３．８
うちも と 畜 費 〃 １１６，４０５ １４５，３５６ ５９．７ ２４．９
飼 料 費 〃 ６４，３９６ ６４，８４０ ２６．６ ０．７
敷 料 費 〃 ８，７４４ ９，０３８ ３．７ ３．４
獣 医 師 料 及 び 医 薬 品 費 〃 ５，５０７ ５，１０３ ２．１ △ ７．３

労 働 費 〃 １１，２５７ １０，６３９ ４．４ △ ５．５
費 用 合 計 〃 ２１６，０３２ ２４３，６８１ １００．０ １２．８
生産費（副産物価額差引） 〃 ２１２，１２１ ２４０，５１３ － １３．４
支払利子・地代算入生産費 〃 ２１２，９３４ ２４１，２４９ － １３．３
資本利子・地代全額算入生産費 〃 ２１４，７３８ ２４３，０８７ － １３．２
１ 経 営 体 当 た り 販 売 頭 数 頭 ４２５．２ ４２５．８ － ０．１
１ 頭 当 た り 投 下 労 働 時 間 時 間 ６．６４ ６．１２ － △ ７．８

区 分 単位 平成２９年度
３０

対前年度増減率
実 数 構成割合

肥育牛１頭当たり ％ ％
物 財 費 円 ５０３，８０３ ５０５，４６６ ９５．３ ０．３
うちも と 畜 費 〃 ２４６，３９８ ２４４，９４３ ４６．２ △ ０．６
飼 料 費 〃 ２２１，６９５ ２２３，２９２ ４２．１ ０．７
光 熱 水 料 及 び 動 力 費 〃 ７，８７１ ８，５３２ １．６ ８．４
敷 料 費 〃 ７，５９２ ７，５３５ １．４ △ ０．８

労 働 費 〃 ２３，９２６ ２４，９４０ ４．７ ４．２
費 用 合 計 〃 ５２７，７２９ ５３０，４０６ １００．０ ０．５
生産費（副産物価額差引） 〃 ５２３，４５９ ５２４，９０６ － ０．３
支払利子・地代算入生産費 〃 ５２４，５４４ ５２５，９８３ － ０．３
資本利子・地代全額算入生産費 〃 ５３１，５１３ ５３３，５９６ － ０．４
生体１００kg当たり全算入生産費 〃 ６８，５００ ６８，４３７ － △ ０．１
１ 経 営 体 当 た り 販 売 頭 数 頭 １２０．５ １２１．４ － ０．７
１ 頭 当 た り 投 下 労 働 時 間 時 間 １５．３７ １５．７６ － ２．５

（表３）乳用雄育成牛生産費

注：本調査は、２０１５年農林業センサスに基づく農業経営体のうち、世帯による農業経営を行い、肥育用もと牛とする
目的で育成している乳用雄牛を５頭以上飼養し、販売又は自家肥育に仕向ける経営体（個別経営）を対象に実施
した。

（表４）乳用雄肥育牛生産費

注：本調査は、２０１５年農林業センサスに基づく農業経営体のうち、世帯による農業経営を行い、肥育を目的とする乳
用雄牛を１頭以上飼養し、販売する経営体（個別経営）を対象に実施した。
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万３５９６円で、前年度に比べ０．４％増加した。

しかし、生体１００kg 当たり全算入生産費は６

万８４３７円で、前年度に比べ０．１％減少した（表

４）。

（５）交雑種の牛を育成し、販売する経営に

おける育成牛１頭当たり全算入生産費は３４万

７０５３円で、前年度に比べ６．６％減少した（表

５）。

（６）交雑種の牛を肥育し、販売する経営に

おける肥育牛１頭当たり全算入生産費は８２万

９１１９円で、前年度に比べ１．３％増加した。ま

た、生体１００kg 当たり全算入生産費は１０万

５３４円で、前年度に比べ１．５％増加した（表

６）。

区 分 単位 平成２９年度
３０

対前年度増減率
実 数 構成割合

育成牛１頭当たり ％ ％
物 財 費 円 ３５４，７５４ ３３１，２６６ ９５．７ △ ６．６
うちも と 畜 費 〃 ２５８，４８６ ２２９，７８３ ６６．４ △ １１．１
飼 料 費 〃 ７４，１６７ ７７，７１７ ２２．４ ４．８
獣 医 師 料 及 び 医 薬 品 費 〃 ５，４１７ ６，１６６ １．８ １３．８
敷 料 費 〃 ５，３２７ ５，５３９ １．６ ４．０

労 働 費 〃 １５，２９３ １４，９６８ ４．３ △ ２．１
費 用 合 計 〃 ３７０，０４７ ３４６，２３４ １００．０ △ ６．４
生産費（副産物価額差引） 〃 ３６６，３５３ ３４１，８２４ － △ ６．７
支払利子・地代算入生産費 〃 ３６７，３８６ ３４２，９１１ － △ ６．７
資本利子・地代全額算入生産費 〃 ３７１，４５７ ３４７，０５３ － △ ６．６
１ 経 営 体 当 た り 販 売 頭 数 頭 １８２．２ ２０２．７ － １１．３
１ 頭 当 た り 投 下 労 働 時 間 時 間 ９．９０ ９．２８ － △ ６．３

区 分 単位 平成２９年度
３０

対前年度増減率
実 数 構成割合

肥育牛１頭当たり ％ ％
物 財 費 円 ７６７，２５６ ７８０，１８７ ９５．２ １．７
うちも と 畜 費 〃 ４１６，４８８ ４３０，７０２ ５２．５ ３．４
飼 料 費 〃 ２９８，３０４ ２９８，５６０ ３６．４ ０．１
建 物 費 〃 １３，９８０ １２，３８２ １．５ △ １１．４
光 熱 水 料 及 び 動 力 費 〃 ９，７８８ ９，８０７ １．２ ０．２

労 働 費 〃 ３９，２３５ ３９，７４９ ４．８ １．３
費 用 合 計 〃 ８０６，４９１ ８１９，９３６ １００．０ １．７
生産費（副産物価額差引） 〃 ８００，７３０ ８１３，２５０ － １．６
支払利子・地代算入生産費 〃 ８０４，８８２ ８１９，５９６ － １．８
資本利子・地代全額算入生産費 〃 ８１８，４５６ ８２９，１１９ － １．３
生体１００kg当たり全算入生産費 〃 ９９，０１４ １００，５３４ － １．５
１ 経 営 体 当 た り 販 売 頭 数 頭 ８３．５ ９４．７ － １３．４
１ 頭 当 た り 投 下 労 働 時 間 時 間 ２５．１６ ２４．８１ － △ １．４

（表５）交雑種育成牛生産費

注：本調査は、２０１５年農林業センサスに基づく農業経営体のうち、世帯による農業経営を行い、肥育用もと牛とする
目的で育成している交雑種牛を５頭以上飼養し、販売又は自家肥育に仕向ける経営体（個別経営）を対象に実施
した。

（表６）交雑種肥育牛生産費

注：本調査は、２０１５年農林業センサスに基づく農業経営体のうち、世帯による農業経営を行い、肥育を目的とする交
雑種牛を１頭以上飼養し、販売する経営体（個別経営）を対象に実施した。

2020.2.20 No.363 畜産会経営情報 Japan Livestock lndustry Association

１４



算出の区域
肉用牛１頭当たりの交付金単価

算出の区域
肉用牛１頭当たりの交付金単価

令和元年１０月
確定値（概算払）

令和元年１１月
確定値（概算払）

令和元年１２月
確定値

令和元年１０月
確定値（概算払）

令和元年１１月
確定値（概算払）

令和元年１２月
確定値

北海道 ２４，７４１．０円 － ２１，５５７．７円 石川県 － － －（２０，７４１．０円） － － －
青森県 － － １７，０３４．３円 福井県 － － －－ － － －

岩手県
（日本短角種を除く）

１７，１９９．０円 － ２７，３８７．９円
愛知県 ５，６６０．１円 － －（１，６６０．１円） －

（１３，１９９．０円） － 鳥取県 － － －－ －

岩手県
（日本短角種）

４９，６８３．９円 － －
島根県 ６７，８８９．７円 １９，３０６．８円 １３，６８１．８円（６３，８８９．７円）（１５，３０６．８円）

（４５，６８３．９円） － 岡山県 － － －－ －
宮城県 － － － 広島県 ３０，９６１．８円 １１，２９５．０円 ２６，７４５．３円－ － （２６，９６１．８円） （７，２９５．０円）
秋田県 １４，３１９．９円 － － 山口県 ４９，１３５．５円 １，８１１．７円 ４４，１３９．６円（１０，３１９．９円） － （４５，１３５．５円） －
福島県 ２６，０４５．１円 － ２７，４０８．６円 香川県 － － －（２２，０４５．１円） － － －
茨城県 ２２，５２２．５円 － － 愛媛県 － － －（１８，５２２．５円） － － －
栃木県 － － － 福岡県 ５５，０９８．９円 ４５，５０５．８円 ５３，５５５．４円－ － （５１，０９８．９円）（４１，５０５．８円）
群馬県 － － － 佐賀県 ３８，９８７．１円 １２，７２４．２円 ３５，４１８．６円－ － （３４，９８７．１円） （８，７２４．２円）
埼玉県 ３，９７８．０円 － － 長崎県 ６４，８７８．３円 ３，７９７．１円 １２，７２０．６円－ － （６０，８７８．３円） －
千葉県 １１，３４４．５円 － ８，８８３．９円 熊本県 ９，８４２．４円 － ２，２３６．５円（７，３４４．５円） － （５，８４２．４円） －
神奈川県 － － － 大分県 ４０，４７８．４円 ９９，８７４．８円 ６２，５７４．３円－ － （３６，４７８．４円）（９５，８７４．８円）
山梨県 ２７，６１４．７円 １５，１６８．６円 １４，１５０．７円 宮崎県 － － －（２３，６１４．７円）（１１，１６８．６円） － －
長野県 １８，１０６．２円 － － 鹿児島県 ４２，６２９．４円 － １５，５４２．１円（１４，１０６．２円） － （３８，６２９．４円） －
静岡県 ６９，２９２．８円 － － 沖縄県 ４２，４６８．３円 ３５，７７８．６円 ５９，５０８．９円（６５，２９２．８円） － （３８，４６８．３円）（３１，７７８．６円）
新潟県 － － － 二以上の

都道府県の区域
－ － －－ －

富山県 － － － － －
－ －

（表１）肉専用種の交付金単価

各種補塡金・交付金単価の公表について

１．肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）の交付金〔令和元年１０・１１・１２月分〕

（独）農畜産業振興機構は、令和元年１０・１１・１２月に販売された交付対象牛に適用する畜産経
営の安定に関する法律（昭和３６年法律第１８３号）第３条第１項に規定する交付金について、肉用
牛肥育経営安定交付金交付要綱（平成３０年１２月２６日付け３０農畜機第５２５１号）第４の６（１）～（４）
の規定に基づき標準的販売価格および標準的生産費ならびに交付金単価（確定値）を表１および
表２の通り公表しました。
なお、令和元年１０・１１月に販売された交付対象牛に適用する同要綱第４の８の精算払の額につ

いては、下記の確定値により算出された交付金の額と概算払額との差額になります。
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内容

肉用牛１頭当たりの交付金単価
令和元年１０月確定値 令和元年１１月確定値 令和元年１２月確定値

交雑種 １５，２７１．２円 ３５６．４円 －
乳用種 ４８，７２２．４円 ５３，７２６．４円 ６３，０４２．３円

（表２）交雑種・乳用種の交付金単価

算出期間 平成３１年４月から令和元年１２月まで

肉豚１頭当たりの標準的販売価格 ３７，５９５円／頭（①）

肉豚１頭当たりの標準的生産費 ３３，９７４円／頭（②）

肉豚１頭当たりの交付金単価（参考） － （①＞②のため交付なし）

（表３）肉豚経営安定交付金単価について

２．肉豚経営安定交付金（豚マルキン）〔令和元年度第１～３四半期〕

（独）農畜産業振興機構は、平成３１年４月から令和元年１２月までの算出期間（令和元年度第１～
３四半期）における、畜産経営の安定に関する法律（昭和３６年法律第１８３号）第３条第１項に規
定する交付金について、肉豚経営安定交付金交付要綱第４の５の（１）の規定により算出した標
準的販売価格および同（２）の規定により算出した標準的生産費を表３の通り公表しました。
前者が後者を上回ったことから、同規定により交付はありません。
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